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1. 概要

本計算書は，「Ⅴ-2-11-1 波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

の耐震評価方針に基づき，下位クラス設備である制御棒貯蔵ハンガ（以下「ハンガ」という。）

が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，Ｓクラス施設へ

の波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。その耐震評価は，応力評価により行う。 

2. 一般事項

 2.1 配置概要 

ハンガは原子炉建屋原子炉棟に設置される。ハンガは，図 2-1 の位置関係図に示すように，

上位クラス施設である使用済燃料貯蔵ラックが設置された使用済燃料プール上に設置されて

いることから，落下により使用済燃料貯蔵ラック及び使用済燃料プールに対して波及的影響

を及ぼすおそれがある。 

図 2-1 制御棒貯蔵ハンガの位置関係図 
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2.2 構造計画 

 ハンガの構造計画を表 2-1 に示す。 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ハンガは，原子炉建

屋の使用済燃料プー

ルの壁の埋込みプレ

ートに溶接で固定し

ている。 

ステンレス鋼製。

ハンガは 52 本あり，

ハンガ先端側吊り掛

け部（切り欠き部）

を除き，制御棒を 2

本貯蔵する。 

ハンガ

埋込みプレート

溶接 
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2.3 評価方針 

 ハンガの応力評価は，Ⅴ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の

耐震評価方針」の「3. 耐震評価方針」に従い実施する。 

評価については，「2.2 構造計画」にて示すハンガの部位を踏まえ，「3. 評価部位」

にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出

した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4.1 

地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果

を「5.評価結果」に示す。 

ハンガの耐震評価フローを図 2-2 に示す。 

図 2－2 制御棒貯蔵ハンガの耐震評価フロー 

解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

制御棒貯蔵ハンガの構造強度評価 

設計用地震力 
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 2.4 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984 及びＪＥＡＧ４６０１－1987）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和

59 年 9 月及び昭和 62 年 8 月）

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建

設規格」という。）
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 部材の断面積 mm2 

Ａｙ,Ａｚ 部材のせん断断面積 mm2 

Ａｂ ネルソンスタッドの断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄ 死荷重 N 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1 に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3 に定める値 MPa 

Ｆｘ 部材及び埋込みプレートに働く引張力 N 

Ｆｙ,Ｆｚ 部材及び埋込みプレートに働くせん断力 N 

ｆｓ 部材の許容せん断応力 MPa 

ｆｓｂ せん断力のみを受けるネルソンスタッドの許容せん断応力 MPa 

ｆｔ 部材の許容引張応力 MPa 

ｆｔｏ 引張力のみを受けるネルソンスタッドの許容引張応力 MPa 

ｆｔｓ 
引張力とせん断力を同時に受けるネルソンスタッドの許容

引張応力 
MPa 

Ｉｘ,Ｉｙ,Ｉｚ 部材の断面二次モーメント mm4 

１, ２, ３ 埋込みプレート端から各ネルソンスタッドまでの距離 mm 

ＭＤ 機械的荷重 N 

Ｍｙ,Ｍｚ 部材及び埋込みプレートに働く曲げモーメント N･mm 

ｍＣＲ 制御棒 1 本当たりの質量 kg 

ｍｈ ハンガの質量 kg 

Ｎｍ 
Ｍｙ,Ｍｚにより生じるネルソンスタッド 1 本当たりの最大

引張力 
N 

ｎ ネルソンスタッドの全本数 － 

ｎ１,ｎ２,ｎ３ ネルソンスタッドの各部の本数 － 

ＰＤ 最高使用圧力による荷重 N 

＊
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記号 記号の説明 単位 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｚｙ,Ｚｚ 部材の断面係数 mm3 

σｆａ 部材に生じる組合せ応力 MPa 

σｆｔ 部材に生じる引張応力 MPa 

σｂ ネルソンスタッドに生じる引張応力 MPa 

τｆ 部材に生じるせん断応力 MPa 

τｂ ネルソンスタッドに生じるせん断応力 MPa 

ＰＳＡＤ 
重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）における運転状態等を

考慮して当該設備に設計上定められた設計圧力による荷重
N 

ＭＳＡＤ 
重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）における運転状態等を

考慮して当該設備に設計上定められた機械的荷重 
N 

ⅣＡＳ 

運転状態Ⅳ相当の許容応力を基準として，それに地震によ

り生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力

状態 

－ 

ⅤＡＳ 

運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力状態を基本とし

て，それに地震により生じる応力に対する特別な応力の制

限を加えた許容応力状態 

－ 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位

設計震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

最高使用温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ mm － － 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における設計引張強さ 

及び設計降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て， 

整数位までの値とする。 
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3. 評価部位

ハンガの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき，ハ

ンガ，ネルソンスタッドについて実施する。

4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) ハンガは，原子炉建屋の使用済燃料プールの壁（EL.39.312 m 及び EL.44.138 m）に埋め

込まれた埋込金物に溶接され固定されるものとする。

(2) ハンガの質量には，制御棒の質量とハンガ自身の質量のほか，制御棒及びハンガ部材の

排除水質量を考慮する。

(3) 地震力は，ハンガに対して水平方向から作用するものとする。

ここで，水平方向地震力は，ハンガの長辺方向に作用する場合と短辺方向に作用する場

合を考慮する。 

また，鉛直方向地震力は，水平方向地震力と同時に不利な方向に作用するものとする。 

(4) 貯蔵本数は，制御棒 2 本とし，ハンガ先端側吊り掛け部（切り欠き部）を除いて貯蔵と

する。

(5) 構造概要図を図 4－1 に示す。
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図 4－1 構造概要図（単位：mm）

ネルソンスタッド

9
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

 ハンガの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2 に示す。 

 ラックは設計基準対処施設においてはＢクラス，重大事故等対処設備には該当しない

が，上位クラスへの波及的影響を踏まえて，基準地震動ＳＳに対する荷重の組合せに対

して，ⅣＡＳ及びⅤＡＳによる評価を行う。 

 

4.2.2 許容応力 

ハンガの許容応力を表 4－3 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

 ハンガ及びネルソンスタッドの許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 4－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の 

取扱施設及び 

貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵設備 

制御棒貯蔵 

ハンガ 
Ｂ －＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の

取扱施設及び

貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵設備 

制御棒貯蔵 

ハンガ 
－ －＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界（ボルト等以外）＊1 許容限界（ボルト等）＊1 

一次応力 一次応力 

引張り せん断 引張り せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ft 1.5・fs 1.5・ft 1.5・fs 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

1.5・ft 1.5・fs 1.5・ft 1.5・fs 

  

*
*

*
*

*
*

*
*
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa) 

ハンガ 周囲環境温度 － 188 479 205 

ネルソン 

スタッド 
周囲環境温度 － 234 385 － 

注記 ＊：新ＪＩＳにおける SS400 相当 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa) 

ハンガ 周囲環境温度 － 171 441 205 

ネルソン 

スタッド 
周囲環境温度 － 221 373 － 

注記 ＊：新ＪＩＳにおける SS400 相当 
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4.3 解析モデル及び諸元 

4.3.1 解析モデル 

ハンガの解析モデルは，はり要素を用いた有限要素モデルとする。 

ハンガは，使用済燃料プールの壁の埋込みプレートに溶接で固定されており，ハンガ単

体の部材として計算する。 

     ハンガの質量には制御棒の質量，ハンガ自身の質量，制御棒及びハンガ部材の排除水質

量を考慮し，これらハンガ部材に含まれる水の質量及び排除水質量は，はり要素部に等

分布に与える。 

また，制御棒の質量及び排除水質量は，ハンガの吊り掛け部（切り欠き部）の節点に集

中質量で与える。 

ハンガの解析モデルを図 4－2に示す。 

また，計算に用いる設計条件を「4.5 設計用地震力」に，固有周期の算出及び部材の

応力評価に用いる要目を「【制御棒貯蔵ハンガの耐震性についての計算結果】2. 機器要

目」にそれぞれ示す。 

固有周期は，計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」を用いて求める。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2  ハンガ解析モデル 
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4.3.2 機器諸元 

機器の諸元を下記に示す。 

 

(1) 材料，縦弾性係数 

材料及び縦弾性係数を表 4－6に示す。 

表 4－6 部材物性 

部材 使用材料 縦弾性係数（MPa） 

ハンガ 192000 

ネルソンスタッド － 

 

(2) 死荷重 

運転時質量･･･････････････   kg 

 

 4.4 固有周期 

 計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」により求めた固有値解析の結果を表 4－7に示す。固有周期は

0.05s 以下であり剛であることを確認した。 

 

表 4－7 固有周期 

次数 卓越方向 固有周期(s) 

1 水平方向 

2 水平／鉛直方向
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4.5 設計用地震力 

 評価に用いる設計用地震力を表 4－8及び表 4－9 に示す。 

 基準地震動ＳＳによる地震力は，「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

表 4－8 設計用地震力（設計基準対象施設） 

耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期 

（s） 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

Ｂ 

原子炉建屋 

EL.38.8＊1， 

EL.46.5＊1 

ＣＨ＝1.74 ＣＶ = 1.52

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

 

表 4－9 設計用地震力（重大事故等対処施設） 

設備分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期 

（s） 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

－ 

原子炉建屋 

EL.38.8＊1， 

EL.46.5＊1 

ＣＨ＝1.74 ＣＶ = 1.52

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 
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4.6 計算方法 

4.6.1 部材の応力 

応力計算は，図 4－2の解析モデルにて，計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用して行い，

引張力Ｆｘ，せん断力Ｆｙ，Ｆｚ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚを求め，本項に示す計算方

法に従って計算する。 

計算機コード内では，各部材の局所座標系及び引張力Ｆｘ，せん断力Ｆｙ，Ｆｚ及び曲

げモーメントＭｙ，Ｍｚの働く向きを図 4－3に示すように設定している。 

 

(1) せん断応力 

せん断力Ｆｙ，Ｆｚにより部材に生じるせん断応力τｆは，（4.6.1.1）式より求める。 

 

 

                                                                     (4.6.1.1) 

 

 

(2) 引張応力 

引張力Ｆｘ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚにより部材に生じる引張応力σｆｔは，（4.6.1.2）

式より求める。 

 

 

                                                                     (4.6.1.2) 

 

 

(3) 組合せ応力 

組合せ応力σｆａは，（4.6.1.3）式より求める。 

 

                                                                 (4.6.1.3) 

 

        

図 4－3 部材の応力計算モデル 
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4.6.2 ネルソンスタッドの応力 

応力計算は，図 4－2の解析モデルにて，計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用して行い，

埋込みプレートに生じる反力及びモーメントを求め，本項に示す計算方法に従って計算

する。 

埋込みプレートの荷重状態を図 4－4 に示す。 

 

(1) 引張応力 

曲げモーメントＭｙ，Ｍｚにより生じるネルソンスタッド 1 本当たりの最大引張力Ｎｍ及

び引張力Ｆｘより生じるネルソンスタッドの引張応力σｂは，（4.6.2.1）式より求める。 

 

                                                                     (4.6.2.1) 

 

  ここで，  

                                                        

 

(2) せん断応力 

ネルソンスタッドに生じるせん断応力τｂは，（4.6.2.2）式より求める。 

 

 

                                                                     (4.6.2.2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－4 埋込みプレートの荷重状態 
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4.7 計算条件 

   応力解析に用いる荷重は，本計画書の【制御棒貯蔵ハンガの耐震性についての計算結果】

の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 部材の応力評価 

「4.6.1 部材の応力」で求めた部材の引張応力σｆｔ及び組合せ応力σｆａが，許容

引張応力ｆｔ以下であること。 

また，「4.6.1 部材の応力」で求めた部材のせん断応力τｆが，許容せん断応力ｆｓ

以下であること。 

ただし，ｆｔ及びｆｓは下表による。 

 

 基準地震動Ｓｓ 

許容引張応力ｆｔ 1.5･
1.5

Ｆ   

許容せん断応力ｆｓ 1.5･
3･1.5

Ｆ
  

4.8.2 ネルソンスタッドの応力評価 

ネルソンスタッドの許容応力はボルトの許容応力算出と同様とする。 

「4.6.2 ネルソンスタッドの応力」で求めたネルソンスタッドの引張応力σｂが，

次式よりもとめた許容引張応力ｆｔｓ以下であること。 

また，「4.6.2 ネルソンスタッドの応力」で求めたネルソンスタッドのせん断応力

τｂが，せん断力のみを受けるネルソンスタッドの許容せん断応力ｆｓｂ以下であること。 

  ｆｔｓ＝1.4 ･ｆｔｏ－1.6 ･τｂ                                                  (4.8.2.1) 

かつ， 

  ｆｔｓ≦ｆｔｏ                                                       (4.8.2.2) 

ただし，ｆｔｏ及びｆｓｂは下表による。 

 

 基準地震動Ｓｓ 

許容引張応力ｆｔｏ 1.5･
2

Ｆ   

許容せん断応力ｆｓｂ 1.5･
3･1.5

Ｆ
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ハンガの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足

しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次項以降の【制御棒貯蔵ハンガの耐震性についての計算結果】に

示す。 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満

足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次項以降の【制御棒貯蔵ハンガの耐震性についての計算結果】に

示す。 
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【制御棒貯蔵ハンガの耐震性についての計算結果】 

1.設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期 

（s） 

基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

（℃） 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 水平方向 鉛直方向

ハンガ Ｂ 

原子炉建屋 

EL.38.8＊1， 

EL.46.5＊1 

 ＣＨ＝1.74 ＣＶ = 1.52

注記 ＊1：基準床レベルを示す。  

 

1.2 機器要目 

1.2.1 固有周期の算出及び部材の応力評価に用いる要目 

 

部材 材料 
Ａ＊1 

(mm2) 

Ａｙ
＊1 

(mm2) 

Ａｚ
＊1 

(mm2) 

Ｉｘ
＊1 

(mm4) 

Ｉｙ
＊1 

(mm4) 

Ｉｚ
＊1 

(mm4) 

Ｚｙ
＊1 

(mm3) 

Ｚｚ
＊1 

(mm3) 

Ｅ 

(MPa) 

ハンガ  1.036×103 3.453×102 6.907×102 6.769×104 1.182×105 6.137×105 6.389×103 1.980×104 192000 

注記 ＊1：Ａ，Ａｙ，Ａｚ，Ｉｘ，Ｉｙ，Ｉｚ，Ｚｙ，Ｚｚは部材の長手方向をｘ軸とした局所座標系に従う。 

 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ＊ 

(MPa) 

ハンガ  188 205 479 205 
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1.2.2 ネルソンスタッドの応力評価に用いる要目 

部材 材料 
ｍｈ 

(kg) 

ｍＣＲ

(kg) 

１

(mm) 

２

(mm) 

３

(mm) 
ｎ１ ｎ２ ｎ３ ｎ

Ａｂ 

(mm2) 

ネルソン

スタッド

部材 材料 

短辺方向＊ 長辺方向＊ 

Ｆｘ 

(N) 

Ｆｙ 

(N) 

Ｆｚ 

(N) 

Ｍｙ 

(N･mm) 

Ｍｚ 

(N･mm) 

Ｆｘ 

(N) 

Ｆｙ 

(N) 

Ｆｚ 

(N) 

Ｍｙ 

(N･mm) 

Ｍｚ 

(N･mm) 

ネルソン

スタッド
3.046×10-9 3.447×103 4.992×103 1.433×106 9.892×105 3.447×103 6.253×10-14 4.992×103 1.698×106 7.532×10-11

注記 ＊：ハンガに対して作用する水平方向地震力の方向を示す。 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

ネルソン

スタッド
234 385 234 

* 
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1.3 計算数値 

1.3.1 部材に生じる応力 

 (単位：MPa) 

部材 材料 応力分類 基準地震動Ｓｓ

ハンガ SUS304 

引張り σｆｔ 107 

せん断  τｆ 7

組合せ σｆａ 108 

1.3.2 ネルソンスタッドに生じる応力 

 (単位：MPa) 

部材 材料 応力分類 基準地震動Ｓｓ

ネルソン

スタッド

引張り σb 60 

せん断 τｂ 15 

1.4 応力 

1.4.1 応力 

(1) 部材に生じる応力

 (単位：MPa) 

部材 材料 応力分類 算出応力 許容応力 

ハンガ

引張り σｆｔ＝107 ｆｔ＝205 

せん断 τｆ＝7 ｆｓ＝118 

組合せ σｆａ＝108 ｆｔ＝205 

すべて許容応力以下である。 

(2) ネルソンスタッドに生じる応力

 (単位：MPa) 

部材 材料 応力分類 算出応力 許容応力 

ネルソン

スタッド

引張り σｂ＝60 ｆｔｓ＝175 ＊ 

せん断 τｂ＝15 ｆｓｂ＝135 

すべて許容応力以下である。 
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＊ ｆｔｓ＝1.4 ･ｆｔｏ－1.6 ･τｂ 
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2.重大事故等対処施設

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期 

（s） 

基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

（℃） 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 水平方向 鉛直方向

ハンガ － 

原子炉建屋 

EL.38.8＊1， 

EL.46.5＊1 

ＣＨ＝1.74 ＣＶ = 1.52

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

2.2.1 固有周期の算出及び部材の応力評価に用いる要目 

部材 材料 
Ａ＊1 

(mm2) 

Ａｙ
＊1 

(mm2) 

Ａｚ
＊1 

(mm2) 

Ｉｘ
＊1 

(mm4) 

Ｉｙ
＊1 

(mm4) 

Ｉｚ
＊1 

(mm4) 

Ｚｙ
＊1 

(mm3) 

Ｚｚ
＊1 

(mm3) 

Ｅ 

(MPa) 

ハンガ 1.036×103 3.453×102 6.907×102 6.769×104 1.182×105 6.137×105 6.389×103 1.980×104 192000 

注記 ＊1：Ａ，Ａｙ，Ａｚ，Ｉｘ，Ｉｙ，Ｉｚ，Ｚｙ，Ｚｚは部材の長手方向をｘ軸とした局所座標系に従う 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ＊ 

(MPa) 

ハンガ 171 205 441 205 
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2.2.2 ネルソンスタッドの応力評価に用いる要目 

部材 材料 
ｍｈ 

(kg) 

ｍＣＲ

(kg) 

１

(mm) 

２

(mm) 

３

(mm) 
ｎ１ ｎ２ ｎ３ ｎ

Ａｂ 

(mm2) 

ネルソン

スタッド

部材 材料 

短辺方向＊ 長辺方向＊ 

Ｆｘ 

(N) 

Ｆｙ 

(N) 

Ｆｚ 

(N) 

Ｍｙ 

(N･mm) 

Ｍｚ 

(N･mm) 

Ｆｘ 

(N) 

Ｆｙ 

(N) 

Ｆｚ 

(N) 

Ｍｙ 

(N･mm) 

Ｍｚ 

(N･mm) 

ネルソン

スタッド
3.046×10-9 3.447×103 4.992×103 1.433×106 9.892×105 3.447×103 6.253×10-14 4.992×103 1.698×106 7.532×10-11

注記 ＊：ハンガに対して作用する水平方向地震力の方向を示す。 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ＊ 

(MPa) 

ネルソン

スタッド
221 373 221 
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2.3 計算数値 

2.3.1 部材に生じる応力 

 (単位：MPa) 

部材 材料 応力分類 基準地震動Ｓｓ

ハンガ

引張り σｆｔ 107 

せん断  τｆ 7

組合せ σｆａ 108 

2.3.2 ネルソンスタッドに生じる応力 

 (単位：MPa) 

部材 材料 応力分類 基準地震動Ｓｓ

ネルソン

スタッド

引張り σb 60 

せん断 τｂ 15 

2.4 応力 

2.4.1 応力 

(1) 部材に生じる応力

 (単位：MPa) 

部材 材料 応力分類 算出応力 許容応力 

ハンガ

引張り σｆｔ＝107 ｆｔ＝205 

せん断 τｆ＝7 ｆｓ＝118 

組合せ σｆａ＝108 ｆｔ＝205 

すべて許容応力以下である。 

(2) ネルソンスタッドに生じる応力

 (単位：MPa) 

部材 材料 応力分類 算出応力 許容応力 

ネルソン

スタッド

引張り σｂ＝60 ｆｔｓ＝165＊ 

せん断 τｂ＝15 ｆｓｂ＝127 

すべて許容応力以下である。 

N
T
2
 
補
②

 Ｖ
-
2
-1
1
-
2-
8
 
R1
 

＊ ｆｔｓ＝1.4 ･ｆｔｏ－1.6 ･τｂ 




